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1 令和3年度決にづく全化判断比率及ぴ'金不足比率の

報告について

(1)財政健全化法の目的

地方公共団体の財政の健全化に関する法律(財政健全化法)は、財政指標を整備し

てその公表の仕組みを設けるとともに、財政の早期健全化及び再生のための制度とし

て整備されたもので、平成19年度決算から健全化判断比率及び資金不足比率を算定

し、監査委員の審査に付したうぇで、議会へ報告するとともに公表することが義務付

けられた。

また、平成20年度決算からは、健全化判断比率のうちどれかーつでも早期健全化

基準以上になると、財政健全化計画の策定等が義務付けられ、財政再生基準以上にな

ると、財政再生計画を策定するとともに、国の関与の下で財政再生に取り組まなけれ

ばならないこととなった。同様に、公営企業ごとの資金不足比率についても、経営健

全化基準以上になると、経営健全化計画の策定等が義務付けられた。

ア健全化判断比率

%長崎市(赤字なし) Ⅱ.25% 20%
実赤字比率

(R2 決算:赤字なし)

連結実赤字比率゜'長崎市(赤子なし)
16.25% 0%

(R2決算:赤字なし)

35%
実質公債費比率゜長崎市(8・8%) 5'

(R2 決算:8.2%)

% 50%長崎市(98.0%)将来負担比率
(R2 決算:91.0%)

※1 財政健全化団体⇔財政健全化計画の策定・公表の義務付け

※2 財政再生団体今財政再生計画の策定・公表の義務付け、再生計画に対する国

の同意がなければ地方債の起債の制限

※3

早期健全化基準

t 鞠艇般*1賑磁脆

※3

イ
経営健全化基準

即%

金不足比率

'金不足比率

(公営企業ごとに

定)

財政再生基準

%

水道事業会計(0%)

下水道事業会計(0%)

観光施設事業特別会計(0%)

中央卸売市場事業特別会計(0%)

生活排水事業特別会計(0%)

経営健全化団体⇔経営健全化計画の策定・公表の義務付け

経営健全化

団体

地
財
政
再
生
団
体

知
財
政
健
全
化
団
体



( 2 )

ア実質赤字比率

一般会計等における実質赤字額(繰上充用額、支払繰延額及び事業繰越額の合
計額)の「標準財政規模」に対する比率。

健全化判断比率

実赤字比率

一般会計や一部の特別会計にっいて、実質的な赤字額を「標準財政規模の額で除
して赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示したもの。

【標準財政規模】

地方自治体が標準的な財政活動を行う上で必要な一般財源の規模を示す指標で
「標準税収入額+普通交付税額十臨時財政対策債発行可能額」で求められる。

(A)一般会計等の実赤字額

(田標準財政規模

【令和3年度決算】

一般会計等においては、29億49 万7千円の黒字であり、令和2年度と同様に赤字
は生じておらず、実質赤字比率は「ー(ハイフン)」として表示している。

一般会計等に属する会計名

一般会計

土地取得特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

診療所事業特別会計

長崎市立病院機構病院事業債管理特別会計

計(A)

標準財政規模(B)

実質赤字比率(%) A÷B

(単位:千円)

実質収支額

令和2年度令和3年度

2,568,5522,π4,016

180,452130,9田

2,904,97フ

103,0認,192

2,749,004

100,200,608

0
 
0

0
 
0
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2
 
3
 
4
 
5



イ連結実赤字比率

全会計における連結実質赤字額の件票準財政規模」に対する比率。

連結実赤字比率=

すべての会計の赤字や黒字を合算し、「標準財政規模」の額で除して地方公共団体

全体としての赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示したもの。

【令和3年度決算】

いずれの会計においても赤字は生じておらず、全会計の合計で294億3,875万3千

円の黒字であり、実質赤字比率は「- U＼イフン)」として表示している。

(A)連結実質赤字額

(B)標準財政規模

一般会計等

公営企業に係る特別会計以外の会計

ω国民健康保険事業特別会計

②介護保険事業特別会計

(3)後期高齢者医療事業特別会計

④駐車場事業特別会計

公営企業に係る特別会計

山水道事業会計

②下水道事業会計

G)観光施設事業特別会計

④中央卸売市場事業特別会計

⑤生活排水事業特別会計

計(A:1+2+3)

標準財政規模(B)

連結実質赤字比率(%) A÷B

会計名

実質収

資金剰

令和3年度

2,904,97フ

1,540,526

339,551

1,178,319

22,656

24,993,250

14,555,034

10,4認,216

(単位:千円)

支額

余額

令和2年度

2,749、 004

1,453,143

129,035

1,2田,402

能,706

24,078,819

14,555,245

9,523、 574

29,438,7脇

103,033.192

28,280,966

100,200,608

0
 
0
 
0

0
 
0
 
0



ウ実公比率

公債費及びこれに準じた経費を加算した実質的な公債費の、「標準財政規模」を基本とし
た額に対する比率。

(A)地方債の元利償還金充当一般財源+(B)準元利償還金一(C)交付税措額
実質公債比率

(D)標準財政規模一(C)交付税措額(3か年平均)

一般会計等における公債費充当一般財源に公営企業の地方債償還額に対する一般
会計の繰出金など公債費に準ずる経費を加算し、実質的な公債費を算出の上、「標準
財政規模」を基本とした額と比較して、公債費負扣の度合いを示したもの。

【令和3年度決算】

令和元年度から令和3年度の3か年平均で算出した令和3年度の実質公債費比率
は 8.8%であり、令和2年度の 8.2%から 0.6 ポイント増加している。

これは、分母の構成要素である標準財政規模が普通交付税及び臨時財政対策債の増
などにより増えたものの、分子の構成要素である地方債の元利償還金充当般財源が
一般廃棄物処理事業債などに係る償還金の増により増加したことに加え、地方債の元
利償還金に係る交付税措置額が減少したことなどによるものである。

(単位:千円)

H30

17,994,549A地方債の元利償還金

充当一般財源

B準元利償還金

C交付税措置額

D標準財政規模

実質公債費比率(%)

(A拐一C)÷Φ一C)

(%)令和3年度

(3 か年平均)

偶)令和2年度

(3 か年平均)

N

1'9,606,800

4,797,030

R2

17,950,274

15.557,田2

103,0器,192

5,025,839

RI

17,521,359

10.11279

15,769,157

100,200,608

5,027,501

8.174268.53587

15,951,710

8.8

98,722,898

5,062,279

フ.97035

16,261,邪8

99,391,617

8.2



工将来負担比率

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、「標準財政規模」を基本とした額
に対する比率。

将来負担比率

(C)標準財政規模 Φ)交付税措額

地方債残高のほか、債務負担行為に基づく支出予定額、公営企業債等に対する一般

会計の繰入見込額、退職手当負担見込額などの現時点で想定される将来の負担(将来

負担額)を「標準財政規模」を基本とした額と比較して指標化したもの。

【令和3年度決算】

令和3年度末における将来負担額は、 3,464億4,229万 2千円で、地方交付税措置

見込額や基金といった将来負担額に充当可能な財源2,606億6,218万5千円を差し引

いた実質的な将来負担額は 857億 8,010 万 7 千円となり、「標準財政規模」を基本と

した額に対する割合は 98.0%で、令和2年度末の 91,0%から 7.0 ポイント増加して
いる。

これは新市庁舎建設事業や交流拠点施設整備事業等に係る地方債現在高が増した

ことにより、 A将来負担額」が増したことなどによるものである。

(A)将来負担額 (B)充当可能財源等

91.0

A将来負担額

ω地方債の現在高

⑦債務負担行為に基づく支出予定額

偲)公営企業債等繰入見込額

④組合負担等見込額

⑤退職手当負担見込額

⑥設立法人の負債額等負担見込額

うち地方独立行政法人

項目

⑦連結実質赤字額

侶)組合連結実質赤字額負担見込額

B充当可能財源等

(1)充当可能基金

②充当可能特定歳入

御基準財政需要額算入見込額

C標準財政規模

D交付税措置額

将来負担比率(%)

(A- B)÷(C-D)

うち第三セクター等

令和3年度

346,442,292

285,242,542

346,740

40,57フ,344

0

20,252,378

23,288

0

23,288

金額

(単位:千円)

令和2年度

3認,074,138

276,182,254

86,466

40,941,542

20,393,449

470,427

445,559

24,868

260,662,185

48,057,136

36,282,080

176,322,969

103,0噐,192

15,557,612

261,161,465

45,812,261

36,960,208

178,388,996

100,200,608

15,769,157

98.0

0
0

0
0



(3)資金不足比率

公営企業ごとの資金不足額(実質赤字)の事業規模に対する比率。

(B)事業規模

公営企業の資金不足額(実質赤字)を、公営企業の事業規模(料金収入の規模)と
比較して指標化し、経営状況の深刻度を示したもの。

資金不足比率

【令和3年度決算】

いずれの会計においても、資金不足は生じておらず、資金不足比率は「ー(ハイフ
ン)」として表示している。

(A)資金不足額

令和3年度

8,961,16614,555,0341 水道事業会計

フ,713,88510,4認,2162 下水道事業会計

172,6983 観光施設事業特別会計

143,0714 中央卸売市場事業特別会計

119,フ765 生活排水事業特別会計

法適、法非適は地方公営企業法の適用について記載している。

会計名

令和2年度(参考)

資金剰余額

(A)

9,109,644

フ,751,686

98,923

140,899

120,095

1

会計名

事業の規模

( B )

水道事業会計

下水道事業会計

観光施設事業特別会計

中央卸売市場事業特別会計

生活排水事業特別会計

(単位:千円)

資金不足比率

(%)

A÷B X I00

資金剰余額

(A)

14,555,245

9,523,574

事業の規模

( B )

(単位:千円)

資金不足比率

(%)

A÷B X I00

一
一
一
一
一

0
 
0
 
0

一
一
一
一
一

法
適
法
非
適
※

2
3
4
5

法
適
法
非
適



《参考資料》収支等年次比較

区

歳

歳出総額旧}

歳入歳出差引額
{8} 【C}W

翌年度へ繰越すべき財源
{D}

実 質収支額
働 {D} 旧

単年度収支額旧
当年度旧 前年度旧

計財政調整基金積立金⑬

繰上 還金脚

入

分

総

'5.6P

額

3

W

年度

261,267,謁8

254,268,912

2 年度

8.2P

91. OP

6,998.476

279,416,810

財政調整基金取崩し額川

実質単年度収支額山
IF}+(田+Ⅲ) 川

歳入総額①

4,224,460

274,272,737

増

2,フ74,016

▲18,149,422

減

5, M4,0乃

1,479,364

(単:千円、%)

対前年度増減率

23

歳出

歳入歳
(①一②)

翌年度へ繰り

▲20,003,825

3,849,421

2,271,559

1,294,652

1,854,403

'1,905,704

'6,5

出豊

1,347,141

375,039

実
(③

標準

'フ.3

4,219,682

普

1,479,364

2,403,7肌

28.5

36.0

質
④)

財

262,301,512

通

3,385,068

29.0

ーフー

5,229,163

9.フ

'1,948,123

255,100,662

▲2,915,185

114.3

6.6

計

136.6

フ,200,850

政

280,911,919

数力 指

収支比率

纏務的経

投資的経費

その他の経

宇比牢

赤字比率

比率

担比率

17フ.6

▲3,882,022

'59.5

規

4,295,875

'46.2

275,410,巧7

'315.9

模

5,318.967

2,904,975

'18,610,407

5,501,762

103,033,192

0.6P

フ. OP

263.6

'74.2

'20,309,495

2,752,757

質赤

結実質

質公債

来負

182.5

2,749,005

0.58

1,699,088

100,200,608

'6.6

'607.フ

91.フ%

1.543,118

▲7.4

48.9%

28.6

155,970

0.59

30.9

15.6%

2,832,584

29.2

97.4%

56.1

35.5%

",鵠

'0.0IP

6.フ

5.フ

M.1%

53.0

'5.7P

8.8P

98. OP

'18.1

41.1%

4.1P

1,5P
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